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施策の内容
（主要施策）

施策構成
事務事業

19

市内の農業用排水機場において機能回復を図り正常な運

転を保つため計画的に改修を行う 10,218

26 土地改良区負担金交付事業
県営ほ場整備事業に伴い、地元に設立された土
地改良区に対し、運営費の一部を補助する。 16,604 16,254 14,454 8

23 農業用排水機場管理事業

中津熊地区杭田井堰にかかる維持・管理費用 345 328 40325 杭田井堰維持管理事業

11,376 12,020 12

24 経営体育成基盤整備事業
農地の区画整理と集積を図り圃場整備を推進し農業経営

の効率化、担い手の育成、後継者の育成等、地域農業の

確立を行う
28,615 11,405 7,567 1

26,982 2

22
ふるさと農道緊急整備事業（下稗
田地区）

集落の基幹的農道を整備し農村地域の定住・環境の改善

を図るため農道の整備を行う 0 8,867 0 29

21

東九州自動車道整備事業（延永地
区・上検地地区）

東九州自動車道建設に伴い農道の整備を行う 7,873 15,679

防衛施設周辺整備事業の一環として水路改良工事を行う 25,696 23,326
再編交付金事業（東徳永地区水
路）

25,310 7

19
土地改良施設維持管理適正化事業
（長音寺・下稗田地区）

河川ゲートの機能回復を図るため本事業を適用し計画的

な整備を行う 3,006 21,397 15,374 5

20

特定防衛施設周辺整備事業
防衛施設周辺整備事業の一環として農道、水路、井堰改

良工事等を行う 49,925 36,443

17 緊急雇用創出事業
失業者を対象として、次の雇用までの
短期雇用及び就業機会を確保する。

18 28,000 3

7,337 29,501 5,355 18

145 266

15 給食センター関連工事 給食センター建設に伴い農道の整備を行う 0

10 28

22,527 24,610

16

13

14
東流末水路・元永地区設計委託事
業

農業用施設の補修及び整備に伴い設計委託を行う 0 1,230 0

H28年度  いちご，いちじくは減少傾向。
 作付面積増の理由について、上記 H22年度 新規
就農者2人中1人が菜の花米取組みに伴い菜種作付
け。

54.6 54.6

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

60.464.6 64.7 64.8 64.9

Ｈ23年度
実績値

Ｈ24年度
実績値

10 農業者戸別所得補償制度事業
 販売価格が生産費を恒常的に下回っ
ている農作物に国が補償金を交付。

11 畜産総合対策事業

一般農業用施設整備事業13
補助事業等で実施が困難な農業用施設の補修及び整備を

行う

16 福岡県治山林道事業
行橋農林事務所管内の行橋市・苅田町・みやこ町・京都

森林組合で構成されており、保安林保育・林地荒廃防

止・水源森林広域保全等の事業を行うための負担金

14

8 経営体育成支援事業

24

5,996 8,299 10,604

 農業用機械や施設の導入等を支援。
ただし。制度資金借入が条件。

9 農地・水保全管理支払交付金事業
 環境保全に有効な地域ぐるみの共同
活動，営農活動を支援。

9,333 7,443 7,438

水田農業経営力強化事業
 農業経営の大規模化，多角化等 経営
基盤強化事業展開に対する支援。

171,750 1,680 1,680

 地域農業活性化等を目的とした農業
団体への経済的補助。

25

15

6
天災資金・農家経営改善資金等利
子補給事業

 意欲的な就農者への制度資金借入れ
にかかる利子分の補助。

4,156 3,802 3,800

7 2,900

4 農業振興事業
 地域特産品の販売促進や栽培技術研
修にかかる補助等。

7,578 5,751 9,631

4,8005 営農組合イベント補助事業

21

22

26

3 有害鳥獣捕獲事業
 農作物に被害を及ぼす有害鳥獣を計
画的に捕獲するための補助等。

2,428 2,487

3,820 5,920

11

2 中山間地域等直接支払事業
 平地に比べ、自然的条件が不利な中
山間地域に対する経済的補助。

18,108 18,117 18,250 10

優先順位Ｈ25年度
見込額

1 水田農業担い手機械導入支援事業
 農業経営改善にかかる高性能農業機
械購入代金の補助。

1,750 12,165

955.0 993.0

現在、前田地区整備中、平成25年度完了予定。今
後の展開として、辻垣道場寺地区整備予定。

事務事業名 事務事業の内容

事業費（人件費込、単位：千円）

10,567

2,781

4,750 3,900

H27年度 H28年度

 当初 50 人。H23 新規認定者 4 人。
 H24 新規認定者 2 人，未更新者 8 人，廃業者 7
人。

H26年度 H27年度 H28年度

919.0

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

50 54 41 45

 農家世帯員の新規自営農業就農者が減少傾向にあ
る中、新規雇用就農者や新規参入者といった外部人
材は、少数ながらも微増で推移。

H28年度

15

H24年度 H26年度 H27年度

H25年度

12

H28年度

2 1 2 7

50 55 60

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

9

H25年度

ほ場整備面積(ha)

H22年度 H23年度 H24年度

903.0 919.0 919.0 919.0

目標指標

新規就農者数(人)

H22年度 H23年度

市奨励作物の作付面積
（いちご、いちじく、な
ばな、菜種）(ha)

H22年度 H23年度

経営改善に取り組んでい
る農業者数（認定農業者
数）(人)

H22年度 H23年度

指標名(単位) 過年度実績 評価年度 目標値 達成度の説明（H２４年度）

　担い手育成を目的とした各種協議会や関係機関と連携して農業後継者や担い手の育成推進に努めます。また、農業法人・農業事
業体の設立支援や新規就農者の受入れ体制の充実等に努めます。

主要施策名(２)

杉本　吉満

主要施策名(４) 農地の保全

　わが国の農業は、農業従事者数の減少や高齢化など多くの問題を抱えており、意欲と能力のある担い手が中心となる農業構造を
確立することが急務の国策となっています。
　本市では、ＪＡ福岡みやこなどの関係機関と連携して、農業の担い手育成や農産物の地産地消の取組みを継続してきました。そ
の結果、営農組合の法人化や経営面積、認定農業者の増加につながり、学校給食における地場産青果物は、平成18年度15％弱
だった利用状況が、平成22年度には、40％を上回りました。
　いちじくや菜種の加工品開発、菜の花米のブランド化についても、関係機関と連携して、平成15年度より支援を続けており、平
成22、23年度には、ＪＡ福岡みやこの販売促進事業を支援することにより、いちじくジャム、いちじくワイン煮などの加工品を
含めた商品を、東京、福岡、北九州、熊本などの新規市場での販売に取り組んでいます。
　今後とも、次代を担う就農者を確保するために、農業が活性化することで農業が魅力ある産業として成立することができるよう
取り組んでいくことが必要です。
　さらに、ほ場整備等農業振興にかかる環境づくりを推進して行くとともに、就農者を増やす施策や生産方式を改善させる施策
を、国・県と連携して取り組んでいくことが必要と考えます。

シート作成者名

主要施策名(３) 特産物の加工品開発と販路拡大

　関係機関と連携して、いちじく、菜種等の加工品開発と販路拡大に努めるとともに、随時、必要な支援を検討します。

　生産者が安定的に農業を営むことができるよう、意欲と能力のある担い手が中心となる農業構造を確立することに努めます。

主要施策名(6)

施策の現状と課題

農産物の地産地消の推進

主要施策名(１) 農業の担い手育成

施策の基本方針

　ほ場整備未整備地区の整備推進及び耕作放棄地の解消に努めます。

主要施策名(５)

　関係機関と連携して、市内外に地場産の流通経路構築や直販体制の充実に努めます。

農政課

基本施策 産業活性化プロジェクト 関係課名 農業委員会

施策の主担当課名

施策名 農業の振興

施策の体系

基本目標 ひとが賑わうまち

施策コード A-2-1

9

49,605 49,878 58,686

272,993 3,030

7,440 13,645 18,193

 畜産経営安定のため、乳用牛改良検
定料，酪農ヘルパー利用料等を支援。

3,416

12 法定外公共物管理事業
里道・水路等の法定外公共物に関して財産管理（境界立

会、占用許可、払い下げ等）を行う。 23



⑤

⑥

⑦

⑧

施策構成
事務事業

627 ため池等整備事業
機能回復を図り農業生産の安定を図るため提体等の整備

を行う 0 3,840 6,775

　行橋市の経営農家は十数年間で20ﾊﾟｰｾﾝﾄ以上減少し、残っている農家の多くが小規模零細農家で、高齢化が進ん
でいる状況にあります。こういう状況の中で将来を担う農家を確保するには、農業の6次産業化や農産物のブランド
化等を推進して農業の活性化を図っていく必要があると考えております。そこで行橋市といたしましては、関係機関
と連携をとりながら地域農業の振興のための環境整備を推進していくとともに、耕作放棄地の有効活用についても今
後、検討して参りたいと考えております。

施策の最終方針

（市長の意見）

4,850 3,745

　食料の需要を巡る情勢はかつてない変化が生じています。特にＴＰＰ問題に伴う国の農業の競争力強化や食の安全
等は喫緊の課題となっています。高齢化や後継者不足、耕作放棄地の増加などの「人と農地の問題」解決のため、国
により「人・農地プラン」の施策が実施されました。今後、農地集積を図り、高付加価値化、大規模化による農業の
競争力及び体質の強化を行い、地域・集落の実情にあった農業形態をつくり「強い農業」を目指していきます。
　担い手の育成対策として、青年就農給付金制度の活用や認定農業者・営農組合に対し雇用者等の人材の育成と確保
などの取り組みを支援していきます。
　また、販路拡大の推進として、ＪＡ等と連携を図りながら、６次産業化法の施行に伴う福岡６次産業化サポートセ
ンターを活用するなど、特産品開発や販路拡大の取組の支援も行っていきます。

施策全体の今後
の方針と展望

(主要部長の意見)

湛水被害を生じる恐れのある地域において湛水被害を解

消するための恒久対策を講じる整備を行う

576 603

　これまで日本の農業を支えてきたのは大半が小規模零細農家であり、食料自給率も極めて低水準で推移するなか、
国政としてはいよいよ農業の規制緩和に取り組んでいくことが見込まれる。行橋市においては後継者問題が叫ばれな
がらも農地の集積や法人化、或いは加工品の開発やブランド化等に取り組み、一定の効果を上げてきている。安全安
心な食糧の確保のためにこれまで様々な振興策が図られてきたが、農業者は近年ＴＰＰ問題という大きな流れに直面
している。食糧の自給自足を進めることは今後の日本にとって最も重要な課題の一つであり、行橋市においても魅力
的な農産物が数多くあるため、就農者の確保や人材育成、更なる特産品作りや食品加工、販路拡大などの支援を進
め、やりがいのある農業、強い農業へ向けて環境の整備を進めていってほしい。また、耕作放棄地の有効活用につい
ても今後、検討していくべきではないかと考える。
　施策シートの内容について、４つの主要施策の中でも、実施している事業に偏りがあると感じられるため、施策全
体でバランスよく事業を実施してほしい。

総合計画審議会
からの意見及び

指摘事項等

428 湛水防除事業

55229
土地利用型農業経営規模拡大推進
事業

農地利用集積事業に伴う利用権設定の
推進を行う 20

4,946


